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共通論題 

7 月 18日（土）14:50-16:50 

会場１（レクチャーホール） 

ダムロン親王『シャム仏蹟史』（1926）再考 

―近代シャム／タイにおける学知の編成と「美術史」の成立― 

 

 「タイ史の父」として知られるダムロン親王の著作『シャム仏蹟史』は、母親チュム（ラ

ーマ 4世王の妃の一人）の葬礼配布本として 1926年に刊行された。刊行以来、同書は体系

的に叙述された最初の「タイ美術史」として位置付けられてきた。現在、全国に 40か所あ

まり存在する国立博物館の展示もまた、ダムロン親王が同書において提示した時代区分と

王朝中心の美術史観に基づいていることから、タイという国家の文化的アイデンティティ

の形成という点において、最も重要な著作のひとつに数えられる。 

本共通論題は、『シャム仏蹟史』刊行 100周年にあたり、同書の著述を可能とした思想史

的背景と政治性の検証、近代日本における美術史の成立過程との比較、さらに「ロッブリー

美術」の研究史に対する批判的検討を加えることにより、同書の再考を試みるものである。 

報告者と題目は下記のとおりである。 

趣旨説明・総論 

報告①『シャム仏蹟史』の思想水脈：ジョルジュ・セデス以前の近代東洋学とダムロン親王 

日向 伸介（大阪大学） 

報告② 日本とタイにおける近代的美術史の成立：自国美術史の位置づけをめぐって 

太田 小雪（早稲田大学） 

報告③ Art Historical Plot and the Formation of the Siamese Absolutist State 

Chatri Prakitnonthakan（Silpakorn University） 

報告④「ロッブリー美術」概念の形成と変遷：タイ美術史研究におけるクメール美術理解

をめぐって 

原田 あゆみ（皇居三の丸尚蔵館） 

【配布資料について】 

会場での紙媒体での資料配布はおこないません。 

発表資料は 2026年 7月 17日（金）～19日（日）の期間中、 

下記のリンク先に掲載しますので、適宜閲覧・ダウンロードして下さい。 

 

https://drive.google.com/drive/folders/10AftO78NeWZQFxQt5Qldo0aF26bzveFF?usp=sha

ring 
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『シャム仏蹟史』の思想水脈 

―ジョルジュ・セデス以前の近代東洋学とダムロン親王― 

 

日向 伸介（大阪大学） 

 

 『シャム仏蹟史』の序文にも明記されているとおり、ダムロン親王は同書の執筆にあたり、

フランス人の東洋学者であるジョルジュ・セデスの協力を仰いでいた。ダムロン親王からの

招きを受けて 1917年にワチラヤーン図書館（現・国立図書館）の館長に着任したセデスは、

それまで研究の進んでいなかったスコータイ以前の歴史について多数の業績を残し、「最初

のタイ美術史」の成立において決定的な役割を果たした。 

 他方、タイ美術史と後に呼ばれることになる枠組みが提示されている第 9章「シャムにお

ける仏蹟について」より前の部分に着目すると、インドにおける仏教の成立と各地への伝播

について、同書の半分ほどの分量を割いた説明がなされている。『シャム仏蹟史』はタイ美

術史の原型であると同時に、より広い射程をもった仏教文明史としての性格も備えている

のである。 

 具体的には、パーリ聖典協会を設立した著名な仏教学者であるリス・デイヴィッズ、アシ

ョーカ王碑文やインド・スリランカ美術について基礎的な研究をおこなったヴィンセント・

スミス、ガンダーラ美術に対するギリシア文化の影響を指摘したことで知られるアルフレ

ッド・フーシェ、北伝仏教の研究者であるアリス・ゲッティらの名前があげられており、ダ

ムロン親王が東洋学の主要な成果に依拠しながら執筆をおこなっていたことがわかる。 

 その中でもリス・デイヴィッズやヴィンセント・スミスへの言及は、ダムロン親王が解説

を付した『御宸筆版王朝年代記』（第 2版、1914年）においてすでに確認できる。その背景

を考えるうえで重要なのが、セデス以前の知的環境である。ダムロン親王と直接親交のあっ

た知識人のなかでは、たとえば 1905年にワチラヤーン図書館の初代館長に着任したドイツ

人言語学者のオスカー・フランクフルターが、近代東洋学を紹介した人物のひとりとしてあ

げられるだろう。 

 ただし、ダムロン親王は西洋における研究成果を単純に受容したわけではなく、インド史

の記述に関連して、あえて省略しているのではないかと思われる箇所も存在する。また、同

書は「最初のタイ美術史」とみなされてきたにもかかわらず、英語の Art や、明治期に翻

訳語として策定された日本語の「美術」に相当する語が一度も用いられていない点にも留意

する必要がある。 

本報告は以上の論点を踏まえ、「美術史」という前提を一旦保留しつつ、近代東洋学・仏

教史・植民地知の交錯という観点から『シャム仏蹟史』を再定位する試みである。 
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日本とタイにおける近代的美術史の成立 

―自国美術史の位置づけをめぐって― 

太田小雪（早稲田大学文学学術院） 

 

日本とタイはともに、19〜20 世紀初頭に西洋の美術史学の方法論を受容しながら近代的

な自国の美術史を成立させた。本発表ではこの二つの事例を並置し、近代的な美術史の成立

過程に共通する構造と、それぞれの差異を浮き彫りにすることを試みる。特に、西洋の方法

論を受容しながら自国の美術史を定義する際に、両国がそれぞれいかなる規範を美術史叙

述の背景に据えたかに着目したい。 

日本における近代的な美術史の成立は、1900 年のパリ万博に際して翌年刊行された『稿

本日本帝國美術略史』に象徴される。同書を編纂した岡倉天心は日本美術を時代ごと、様式

ごとに分類して整理・体系化した。その際、日本の美術はインド・中国を淵源としながらも

それらを超克した「東洋の精髄」として位置づけられ、日本こそが東洋美術を最もよく体現・

保存しているという自己定位がなされた。こうして日本美術史は、東洋美術史の代表として

自らを提示するという論理構造を帯びることになった。 

一方タイでは、20世紀初頭にダムロン親王（1862–1943）が欧米式の考古学行政を導入し、

フランス極東学院のジョルジュ・セデス（1886–1969）らの方法論を援用しながら自国の美

術史の基盤が形成された。先行研究が明らかにしているように、このプロセスは単なる学術

的営為にとどまらず、近代国家「シャム」の形成と深く連動した政治的・文化的実践であっ

た。その叙述の中で特徴的なのは、現行王朝（チャクリー朝）へと連なるタイ民族の美術（と

りわけスコータイ様式）が「正統」として前景化され、クメール系やモン系の文化や遺物が

「前史的」あるいは「周縁」として歴史化されていったことである。 

この両者を並置したとき、いくつかの共通する構造が浮かび上がる。第一に、いずれも西

洋の学術的方法論を受容することで自国の美術史を客体化・体系化したこと。第二に、その

過程で特定の美術を高く評価してそれ以外を周縁化したこと、である。しかし同時に、両者

の差異も際立つ。日本の場合、「東洋」という広域概念を上位に置き、インド・中国を包摂

しつつ自国がその精髄を体現するという論理が機能した。これに対してタイの場合は、クメ

ール（カンボジア）・ビルマなど隣接する他者との差異化としてタイ民族の美術の固有性を

主張する論理が美術史叙述を方向づけた。こうした論理の違いは、近代的な美術史という枠

組みが普遍的なものではなく、それぞれの文化的・政治的文脈のなかで構築されたものであ 

ることを示している。 
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One Hundred Years of Tamnan Phutthachedi Siam: 

Art Historical Plot and the Formation of the Siamese Absolutist State 

Chatri Prakitnonthakan 

Faculty of Architecture, Silpakorn University 

 

This article reexamines Tamnan Phutthachedi Siam (The Chronicle of Siamese Buddhist 

Chedis) by Prince Damrong Rajanubhab as a foundational work in the formation of 

modern Thai art historical knowledge and in the categorization and exhibition 

design of art objects at the National Museum Bangkok. The article argues that the 

historiographical “plot” underlying the division of Thai art history into seven 

periods, namely Dvaravati, Srivijaya, Lopburi, Chiang Saen, Sukhothai, Ayutthaya, 

and Rattanakosin, should not be regarded as a naturally existing historical truth. 

Rather, this framework was historically constructed within the context of Siam’s 

transition into a modern nation-state during the late nineteenth and early 

twentieth centuries. 

Drawing upon intellectual history and textual analysis, the article 

examines why Tamnan Phutthachedi Siam became a foundational model for Thai art 

historical scholarship and continues to shape both contemporary understandings and 

museum representations of Thai art. It proposes that the book emerged from the 

socio-political conditions of Siam during a period of colonial pressure, when 

Siamese elites sought to construct a national narrative capable of integrating 

tributary territories and diverse ethnic populations into a unified political 

community. Under these circumstances, art historical writing became a means of 

producing a shared national imagination and legitimizing the centralization of 

power under the emerging Siamese absolutist state. Within this context, Tamnan 

Phutthachedi Siam established, for the first time, a systematic narrative structure 

for Thai art history through the chronological ordering of artistic development 

according to political eras and former kingdoms. 

On the occasion of the centennial anniversary of the book’s publication 

in 2026, this study argues that the book should be reconsidered not as a universal 

historical truth, but as a product of political and ideological conditions tied to 

the formation of the Siamese absolutist state and modern Thai historical 

consciousness. 
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「ロッブリー美術」概念の形成と変遷 

―タイ美術史研究におけるクメール美術理解をめぐって― 

                         原田あゆみ（皇居三の丸尚蔵館） 

 

20 世紀初頭以降、タイ美術史研究において「ロッブリー美術」は、クメール文化の影響

を受けた美術を指す概念として用いられてきた。しかし、その定義や適用範囲は時代ととも

に大きく変化しており、必ずしも一貫したものではない。本発表では、ダムロン親王の『シ

ャム仏蹟史』を起点として、G.セデス、M.C.スパッタラディット・ディッサクン、ピリヤ・

クライルーク、さらに近年のサックチャイ・サーイシンらの議論をたどりながら、「ロッブ

リー美術」という概念がどのように形成・再編されてきたのかを紹介する。 

ダムロン親王やセデスの時代には、歴史時代区分と美術様式区分は必ずしも明確に区別

されておらず、「ロッブリー時代」という枠組みの中で理解されていた。一方、1960年版『シ

ャム仏蹟史』におけるディサクンの注釈では、クメール美術の強い影響下にある作品を「ロ

ッブリー様式」とし、ドヴァーラヴァティー要素との混合を「ウートーン様式」として区別

する見解が提示された。さらにその後の改訂版『タイ国美術』では、「ロッブリー時代」は

「タイにおけるコーム（クメール）美術」へと読み替えられ、その年代観も拡張されていっ

た。 

ルンロート・タムルンルアンは、こうした「ロッブリー美術」概念の変化は、ピリヤ・ク

ライルークによる様式研究の影響があることを指摘し、タイ美術史研究における概念形成

と研究方法の変化という観点から研究史的整理を行っている。また、近年ではサックチャ

イ・サーイシンによって、「ウートーン様式」という従来の枠組みそのものを再考し、クメ

ール美術の影響を強く受けながらも独自に発展していった形態を「ロッブリー美術」として

再定義する可能性も提示されている。 

本報告では、「ロッブリー美術」をナショナルアイデンティティや領域性の問題としての

み理解するのではなく、「ロッブリー」「ウートーン」「クメール」といった分類概念が研究

史の中でいかに形成され、再編されてきたのかを、美術史学史および様式論の観点から検討

する。 
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個人発表 

7 月 18日（土）13:00-14:45 

会場１（レクチャーホール） 

 

個人１－１ 玉田芳史 

 

タイ 2026年 2月総選挙：BJT の勝因と政権展望 

玉田芳史（放送大学京都学習センター） 

 

2026 年 2 月 8 日に実施された総選挙において、青色政党 BJT は勝利を収め、政権の続投

が決定した。本報告では、主として 2つの問いを設定する。第 1に、保守派政党が第一党と

なるのはこの四半世紀で初めてであるが、BJTが大方の予想を上回る勝利を収めたのはなぜ

か。第 2に、多くの観察者が BJTによる安定した長期政権の成立を予測しているが、この見

立ては妥当なのか。 

選挙の勝因については、主として 3点が指摘される。第 1に、家計債務の増加に示される

生活苦に直面する有権者が、反軍事政権という政治理念を主たる判断材料とし、橙色政党

MFP と赤色政党 PTP に多数の議席を与えた 2023 年総選挙とは異なり、暮らし向きの改善を

より重視した点である。第 2に、こうした生活上の便宜を、恩顧（patronage／upphatham）

という形で提供することに長けているのは、バーンヤイ（ban yai）と呼ばれる地方ボスで

ある。こうした地方ボスは自力当選能力が高く、所属政党を自由に選択できるため、理念や

マニフェストに基づいて集票力の高い政党が存在すれば、その公認を求める傾向がある。し

かし、2026 年には党の看板によって得票を顕著に上乗せできる政党が存在せず、地方ボス

は政府資源を用いた恩顧提供に資する政党を選択した。具体的には、BJT や緑色政党 KT で

ある。第 3に、アヌティン首相が、カンボジアとの国境紛争において領土獲得に成功した軍

と一体化し、国土防衛の英雄として位置づけられたことで、反カンボジア・ナショナリズム

の高まりに乗じて保守派からの支持を集めた点である。これらの要因について掘り下げて

みたい。   

次に、アヌティン政権の長期化が予想されるのは、BJT が下院のみならず上院も支配し、

さらに独立機関の人事への関与を通じて司法判断に影響を及ぼしているうえ、君主制から

の支持も得ているためである。端的に言えば、PTP政権のように軍や司法機関によって打倒

される可能性は低いということである。しかし、軍や司法機関、君主制との良好な関係は、

果たして持続するのであろうか。加えて、1990 年代までの政党政治への回帰が指摘される

アヌティン政権は、当時の政党政権に見られた内部崩壊や自滅に直面する可能性はないの

であろうか。ここでいう内部崩壊とは、連立与党の離反や造反により、首相辞任や下院解散

に追い込まれる事態を指す。こうした政権の不安定化や瓦解の可能性について検討したい。 
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18 日 13:00-14:45 会場１（レクチャーホール）：個人１－２ 浅見靖仁 

 

バンコク都知事選挙及び都議会議員選挙における有権者の投票⾏動のパネルデータ分析  

浅⾒靖仁（法政⼤学）  

  

チャチャート都知事の任期満了に伴い、今年 6 ⽉ 28 ⽇に都知事選挙と都議会議員選挙

が⾏われる。報告者は 2022 年の⽇本タイ学会の研究⼤会で、4 年前のバンコク都知事選

挙と都議会議員選挙について報告を⾏い、その報告に基づいて「バンコクの地域的多様性と

有権者の投票⾏動：政治対⽴の構図と世代間格差の交差」と題する論⽂を執筆した 1。この

論⽂では、バンコクにある 50 の区を中⼼部（15 区）、中間部（24 区）、周縁部（11 区）

の 3 つのゾーンに分け、ゾーンごとに有権者の投票⾏動が明確に異なることを⽰し、その

ような地域差の存在は、ゾーンごとの年齢構成の違いにかなりの程度起因していることも

指摘した。  

タイの政治状況の変化により、今回の都知事選挙では、反軍派対親軍派という 4 年前の

主要対⽴軸は後景に退いている。名誉党も貢献党も都知事選挙だけでなく、都議会議員選挙

にも候補を擁⽴しないため、タクシン派対反タクシン派という対⽴軸も明確には⾒えてこ

ない。今回の都知事選挙では現職のチャチャートが再選される可能性が⾼いといわれてお

り、⺠衆（プラチャーチョン）党の候補がどの程度善戦できるかに関⼼が集まっている。今

回の都知事選挙と都議会議員選挙は、オレンジ対⾮オレンジがタイ政治の新たな主要対⽴

軸となるのか、それとも主要対⽴軸となるほどにはオレンジ派の党勢は当⾯は強くならな

いのかを判断する上で⼤きな意味を持つ。 

  本報告では、今年 6 ⽉に⾏われる都知事選挙と都議会議員選挙の結果を、2019 年の下

院議員選挙、2022 年の都知事選挙と都議会議員選挙、今年 2 ⽉の下院議員選挙の各選挙

区レベルの投票結果と⽐較してパネルデータ分析を⾏い、オレンジ派の得票率の変化の要

因を、有権者の社会階層や年齢との関係にも着⽬しながら考察する。  

タイでは投票⽇に⼤規模な出⼝調査が⾏われないこともあって、有権者の投票⾏動と社

会階層や年齢の関係についての分析は印象論的な議論に留まることが多い。投票⽇の 1 週

間以上前に各機関が⾏う世論調査は、有権者全体の投票動向を予測するのには⼗分なサン

プル数を⽤いているものの、社会階層や年齢層ごとの投票⾏動を分析するにはサンプル数

が⼗分ではない。利⽤できるデータにこうした限界がある状況では、選挙区ごとの年齢分布

や社会階層に関するデータと投票結果の相関関係についてパネルデータ分析を⾏い、その

結果をいくつかの選挙区で⾏ったフィールド調査で得られた質的データと付き合わせて考

察することが有効であろう。  

この報告要旨提出時点では、まだ都知事選挙と都議会議員選挙は⾏われておらず、分析結

果の要約をここに書くことはできないが、投票⽇の 3 週間後に⾏われる研究⼤会での報告

では具体的な分析結果を報告する。  
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1. 浅⾒靖仁・松本朋⼦「バンコクの地域的多様性と有権者の投票⾏動：政治対⽴の構図と

世代間格差の交差」 

『法学志林』120 巻 1 号、pp.289-329、2023 年 1 ⽉。  

https://hosei.ecats-library.jp/da/repository/00030491/hougaku_120_3_p320.pdf  
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18 日 13:00-14:45 会場１（レクチャーホール）：個人１－３ 鈴木規之 

共創研究としてのタイ・ラオス地域研究 

                               鈴木規之（琉球大学）  

 

 現在、日本の大学の世界では「共創」が、とりわけ国立大学のキーワードとなっている。 

文部科学省は令和７年１月１７日人文学・社会科学特別委員会「今後の人文学・社会科学の

振興に向けた推進方策について」において、新たな知の創出のため多様なステークホルダー

と学術知の共創が必要との指針を打ち出している。 

このような文部科学省の指針と中期計画の策定の中で改組が求められ、学部レベルでも

九州大学は共創学部を設立し、学部横断型の学環には茨城大学地域未来共創学環、熊本大学

共創学環などがあり、類似のものとしては新潟大学創生学部などが誕生している。 

筆者の所属する琉球大学においても、人文社会系大学院の改組のプロセスの中で人文社

会科学研究科と教育学研究科（理系を除く）、観光科学研究科が統合されて地域共創研究科

となり、２０２５年には研究共創機構が設立された。同機構では産学、学際（とりわけ文理

融合）、若手、国際の４分野を軸に共創研究が推進され、URA、特命教員等が所属している。 

本報告では、筆者が２０２０年以降に実施してきた２つのプロジェクトを共創研究とし

てとらえ直し、開発と市民社会に関わるタイ・ラオス地域研究の成果とその意義を報告する。 

まず、JSPS研究拠点形成事業アジア・アフリカ（タイプ B）による成果である。琉球大学・

ラオス国立大学・コンケン大学を拠点に、社会学、社会開発学、国際保健学、農学等の文理

融合型学際研究で、コープおきなわや JICA、政府機関も連携した共創研究であった。 

Noriyuki Suzuki, Dexanourath Seneduangdeth, and Somsak Srisontisuk(eds.), 2025, 

The Formation of Cooperative Network for Bottom-up Approach in Rural Community 

Development of Lao PDR (ການສ້າງຖານເຄ ື່ ອຄື່ າຍນັກຄ ້ ນຄວ້າ ຜື່ ານການວິໄຈໃນແນວທາງການພັດທະນາ

ແບບຊຸມຊ ນເປັນເຈ ້ າ ເພ ື່ ອການພັດທະນາຊຸມຊ ນ-ຊ ນນະບ ດໃນລາວ) 

次は、科研費国際共同研究強化（B）による成果である。筆者が研究代表者をつとめ、コ

ンケン大学をカウンターパートとして日本の５大学、タイの２大学、ラオスの１大学との国

際共創で、若手の育成も求められるプロジェクトであった。 

Noriyuki Suzuki, Somsak Srisontisuk(eds.), 2026, Development and the Process of 

Civil Society Formation in Thailand and Lao P.D.R.: The Dynamism of “Prachakhom” 

(Community Organizing) 

การพฒันาและกระบวนการสรา้งประชาสงัคมในประเทศไทย และสปป.ลาว: พลงัขบัเคลือ่นของ “ประชาคม” (การจดัระเบียบชมุชน) 

そもそも、地域研究は京大東南アジア研究所にみられるように文理融合型の研究であっ

た。また、タイの社会学者スリチャイ・ワンゲーオも、研究者、NGO、僧侶、農民の代表な

ど様々なステークホルダーとの共創研究を 1980年代より実践していた。さらに、「開発と市

民社会」研究も共創研究の要素が強い。2020年代に入った現在、改めて地域研究の「共創」

としての意義を、タイ・ラオス研究を事例に捉えなおしたい。 
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7 月 18日（土）13:00-14:45 

会場２（101 教室） 

 

個人２－１ マナシシャー・ペグサム 

 

タイにおける日本のマンガ・アニメの受容の現状について 

マナシシャー・ペグサム（東海大学大学院文学研究科研究生） 

 

 日本のマンガ・アニメは近年の世界的エンターテインメントとして欠かせないコンテン

ツとなっている。とくに Covid-19蔓延後に世界規模でインターネットの重要性が増したこ

とで日本のマンガ・アニメは爆発的普及を見せたが、その中にはタイも含まれている。実際

に、タイではテレビ放送、動画配信サービス、SNSの他、さまざまなイベントをとおして日

本のマンガ・アニメの受容が著しく進んでいる。同時にマンガ・アニメの展開は、現在では

日本語学習や観光への関心にも影響を与えている。また、タイは東南アジアの国々の中で初

めて日本のマンガ・アニメ関連の「合弁会社ジャパン マンガ アライアンス」（JMA）が海外

投資を決めた国でもある。こうした状況をふまえ、本研究では「タイにおける日本のマンガ・

アニメの受容の現状」について最近のタイ国内でのインタビュー結果も含めて報告する。 

 本研究における主要な論点は、歴史的経緯も含めたタイにおける日本のマンガ・アニメの

受容と、その背景にある文化的・社会的要因を現地の実情から探ることである。今回は、タ

イにおける日本マンガ・アニメの状況や社会・文化への影響に関する研究者、タイのローカ

ルブランドやマンガ専門出版社および日本のコンテンツ研究を専攻している大学生に対し、

次の４点についてインタビューや座談会等を実施した：１）日本マンガ・アニメの導入・受

容、２）タイにおける日本マンガ・アニメの浸透・展開の様子や特徴、３）タイの社会にお

ける日本マンガ受容・展開の現状、４）日本マンガの影響と今後の展開。本報告では、こう

した現地の研究状況や現地若者の声を基礎にその内容を検討することで、タイの現状につ

いて以下の３つの視点から明らかにしたい： 

１）日本とタイの間に生まれた「文化交流」や「文化（文明）移転」の現状―日本のマンガ・

アニメのメディアミックスをロールモデルとしたタイ国内でのコンテンツの生産などタ

イのマンガ・アニメ業界への影響。 

２）日本のマンガ・アニメのタイ国内のとくに若者を中心とする社会・文化への影響。 

３）日本のマンガ・アニメがエンターテインメント・コンテンツだけではなく日本文化への

関心を高める要因となっている点―Cool Japan や Visit Japan Campaignとの関りなど。 

さらに、これらの考察から、最終的にはタイにおける日本マンガ・アニメの受容が単なる

娯楽ではなく日本文化全体への関心と深く結びついていること、また、デジタル配信の進展

により日本とタイの文化交流はさらに加速していると考えられることも検討する。タイで

は日本のマンガ・アニメに対する関心が依然として高く、今後も拡大する可能性がある。と
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くに若年層を中心として、日本のマンガ・アニメは日本文化への理解や関心を深める重要な

媒体となっている。そのため、日本のコンテンツ産業にとってタイ市場は今後も重要な海外

市場の一つであるが、同時にタイのコンテンツ産業に将来的展望にとっても日本のマンガ・

アニメの重要性は増していると考えることができる。 
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18 日 13:00-14:45 会場２（１０１教室）：個人２－２ 岡野英之 

 

YouTube「教養大国」タイランド 

―「年間読書量 8行」と揶揄される国の教養動画事情― 

岡野英之（近畿大学総合社会学部） 

 

「タイ人の年間読書量は八行」。そんな笑い話がある。タイ人は本を読まないという自虐

的なジョークがタイ人の間でしばしばささやかれている。本発表ではそんなタイの教養ビ

ジネスを取り上げる。もしかするとタイの教養を支えているのは書籍ではないかもしれな

い。タイでは 2010 年代後半あたりから、YouTube に代表されるようなオンライン・プラッ

トフォーム上に多数の教養動画がアップロードされるようになり「オンライン教養大国」に

なっている。 

「タイの YouTubeが面白い」、発表者がそう感じたことが本発表のきっかけである。なに

せ知的好奇心をくすぐるようなコンテンツが毎日アップロードされてくるのだ。本要旨を

作るために YouTubeを開いただけでも「印刷工場のトラブルから、巨額ビジネスへ――世界

を変えたエアコンはいかに生まれたのか(Chak wikrit rongphim su khumsap saen lan! 

Kamnoet ae plian lok)」、「外国人がタイで刑務所に入ると、何に直面するのか？(Muea chao 

tang chat ma tit khuk thi Thai tong choe arai bang?)」、「半分コンクリート・半分木

造の家――タイ人の適応戦略が作り出した建築様式（Ban khrueng pun khrueng mai 

sathapattayakam kan ao tua rot khong khon Thai）」とこれだけでもさらに視聴したくな

る動画が見つかった（2026 年 5月 13日執筆時）。もちろん、YouTubeのホーム画面に提示さ

れるおススメの動画は視聴者個人の視聴履歴や検索履歴に基いているため、教養動画ばか

り集まっているのは発表者の嗜好を反映したものである。しかし、それでもなお、YouTube

上に日々大量の教養コンテンツがアップロードされていることは間違いない。本発表が取

り上げるのは、そうした状況がどのように現れたのかである。 

無論、YouTube上のタイ語教養動画の中には、既存のメディアが作ったドキュメンタリー

番組もあるし（テレビ局自体がチャンネルを持ちアップロードしている）、個人や小規模な

事業体によって作られたものもある。それに加えて本発表が注目するのは、YouTube や SNS

を積極的に取り込んだ新しい形のメディア企業が登場し、彼らが次々と教養動画をアップ

ロードしていることである。インターネットの普及によってテレビや新聞、雑誌といった従

来のメディア運営が揺らいているのは世界的に共通の状況である。タイではそんな状況に

おいてアテンション・エコノミーに適応した新しいメディア企業が登場した。彼らは書籍を

中心とする教養とは異なるかたちで知識の生産と流通に関与している。タイ経済研究では

インフォーマル部門の担い手たちが市場環境の変化の中で柔軟に新しい商売を生み出し続

けていることを指摘している。本発表における新しいメディア企業はこうした柔軟な事業

形成の延長として捉えることができるのかもしれない。 
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18 日 13:00-14:45 会場２（１０１教室）：個人２－３ 生方史数 

 

タイ東北部における塩の社会史―資源化・脱資源化・「毒化」の交錯 

生方史数（岡山大学） 

 

 塩は、古来より食生活に欠かせないミネラルであり、近年では工業用としても利用される

重要な天然資源である。一方で、塩は多くの植物にとっては有害でもあり、歴史的にも「塩

害」として農業生産上の大きな障害になってきた。以上のような「益」と「害」の交錯は、

内陸塩の生産においてみることができる。 

タイの内陸部（特に東北部）には、地下にある岩塩層が地下水を塩水化し、毛細管現象等

を通じて地表に塩水が露出する場所が散在しており、そのような場所では、古来より人々が

製塩に従事してきた。一方で、近年では、製塩は農業用水を汚染し農業生産に悪影響を与え

る「塩害」の原因として批判の対象ともなってきた。上述した「益」と「害」が、社会の変

容の中で、様々な形で交錯しながら展開してきたのである。では、以上のような製塩に関わ

る「益」と「害」は、タイにおいて具体的にどのように絡み合ってきたのであろうか。また、

このような絡み合いは、タイ社会においてどのように位置付けることができるだろうか。 

発表者は、2017 年から自然科学者が主導する塩害対策の研究プロジェクトに参加してお

り、タイ東北部における製塩や塩害の現場を訪問してきた。本発表では、これらの村々から

の聞き取り情報に、製塩や塩害に関する政策、製塩産業に反対する社会運動、食文化の動向

などの資料を加え、得られた情報を、自然物が資源となる社会的なプロセスに焦点を当てる

「資源化(resourcification)」の枠組みを援用して整理することで、「開発の時代」のタイ

東北部における塩と社会との絡まりあいを素描してみたい。 

現地の塩は、政策的には鉱業資源とその適切な管理の文脈で、あるいは農業生産に負の影

響を与える塩害の原因として主に扱われてきたが、管理の対象や方法は産業主体に対する

許認可や衛生管理、農地・環境の修復技術などに限定され、住民の営みである在来の製塩文

化は最近までほとんど注目されなかった。しかし、現地における塩と社会の関係を紐解けば、

在来と近代産業、農業と製塩、文化的需要と流通・消費、過疎化と地方振興、文化復興と情

報化社会、といった社会の様々な問題領域における意外な絡まりあいが存在していたので

ある。上述した資源化・脱資源化・「毒化」は、その偶然の産物として現れているといえる

だろう。 
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7 月 19日（日）9:00-12:00 

会場１（レクチャーホール） 

 

個人３－１ 宮島良明 

 

米中貿易摩擦のなかのタイ貿易: 対中国・日本・アメリカ貿易の分析を中心に 

宮島良明（北海学園大学経済学部） 

 

世界経済は米中貿易摩擦やトランプ関税などにより不確実性が増し、困難な局面に直面

している。本研究では、かつて ASEAN経済をけん引したタイの貿易が、この状況下でどのよ

うに推移し、そして、その構造がどのように変化したかについて、中国、日本、アメリカと

の貿易を中心に分析を行った。分析には、UNCTADstat の SITC3桁分類の貿易データを用い

たが、その際、すべての貿易データは各国（「世界」を含む）の輸入データを使用した。こ

れは、各国の関税徴収や国境管理を考慮した場合、輸入データのほうが、輸出データより正

確性や信頼性の観点で優れているものと判断されるためであり、より現実に即した貿易実

態を把握するための研究上の工夫である。 

タイの貿易額は 2000 年代以降、増加傾向にあるが、2010年代に入るとその成長ペースは

鈍化した。主要輸出品目については、IT 関連製品が一貫して上位を占めているが、近年は

自動車も上位にランクインするようになっている。自動車はいまやタイの主要輸出品目の

ひとつとなっている。輸入から国内生産へ、そして国内生産から輸出へと構造転換してきた

という意味で、まさに教科書的な「雁行形態論」の典型的なパターンである。また、近年、

タイヤの輸出増加も顕著である。これは、原材料（天然ゴム）輸出からより付加価値の高い

製品の生産、輸出への構造転換と、中国資本による「迂回輸出」、両側面の可能性を示すも

のである。 

貿易相手国の動向では、近年、輸出先第 1位はアメリカ、輸入元第 1位は中国となってい

る。これら主要国との貿易構造を分析すると、対中国貿易では、原材料と工業製品を交換す

る「垂直分業」と、IT 関連製品を相互に取引する「水平分業」の双方が拡大している。一

方、対日本貿易においては、近年、水平分業の割合が増加している点が特徴的である。対ア

メリカ貿易においては、常にタイ側が優位となる垂直分業の構造が顕著である。特に 2020

年代以降、IT 関連製品などの輸出が急増した。この大幅な対米輸出超過は、トランプ政権

下での関税適用の要因のひとつとなった可能性がある。 

なお、この調査研究は、科学研究費助成事業・基盤研究(C）（(一般)「米中貿易摩擦のベ

トナムおよびタイの貿易に対する影響に関する比較分析」（24K15462、2024年～2026年、代

表者: 宮島良明））の助成を受けて行われたものである。 
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19 日 9:00-12:00 会場１（レクチャーホール）：個人３－２ 熊谷章太郎 

 

多極化する国際秩序とタイの戦略 

―タイが OECD・BRICSへの加盟を目指す理由とその課題― 

                    熊谷章太郎（（株）日本総合研究所） 

 

新興国の台頭、米中対立の状態化、第 2次トランプ政権下の米国の自国第一主義の強まり

などを背景に、国際秩序が歴史的転換点を迎えている。米国の相互関税の導入、国際機関や

国際条約からの脱退を受けて、国際機関主導のルール形成と自由貿易体制の推進といった

国際秩序の基盤が揺らいでいる。こうしたなか、米国以外の先進国は、OECD（経済協力開発

機構）などを通じて既存の国際秩序を維持・強化しようとしている。 

これに対し、中国やロシアは、新興国間の協力の枠組みである BRICSを通じて、米ドル依

存体制からの脱却に向けた独自の決裁システムの構築を推進している。また、独自の環境・

援助ルールを推進し、米国を中心とする先進国主導の国際秩序に対抗しようとしている。さ

らに、影響力の拡大に向けて BRICS加盟国の拡大に乗り出している。BRICSは当初ブラジル、

ロシア、インド、中国、南アフリカの 5 カ国で発足したが、2024～2025 年にかけてエジプ

ト、エチオピア、インドネシア、イラン、UAEの 5カ国が加わり、実質的に参加しているサ

ウジアラビアを含めて 11ヶ国体制へと拡大した。さらに、多数の「パートナー国」の存在

もあり、今後、一段とプレゼンスを高めていく公算が大きい。 

一連の流れを踏まえると、先進国主導で形成されてきた既存の単一的な国際秩序は、今後、

国家間の戦略的な利益や価値観の違いを反映した、複数の秩序が併存する多極化時代に移

行すると予想される。 

こうしたなか、タイを含め一部の新興国は、OECD と BRICS という基本的な理念が大きく

異なる二つの枠組みに参加しようとしている。この多角的な外交姿勢が、国際秩序の分断に

対する「防波堤」として機能するのか、それとも将来的に深刻な矛盾に直面することになる

のかが注目される。 

以上の問題意識の下、本報告では、タイが OECDと BRICSへの加盟をどのように位置づけ

ているのか、そして加盟の影響と課題を考察する。 

その中で、タイは OECD加盟という「外圧」を利用し、先進国のスタンダードに合致した

経済制度を整備し、投資誘致による成長率加速や財政安定を図ることを目指している点を

指摘する。ただし、OECD 加盟はあくまでタイの自主的な動きであり、実質的な外圧として

どこまで機能するかは不透明である。大胆な外資規制の緩和、国有企業改革、汚職対策、税

制改革など、OECDが求める改革の実施は容易ではない。 

他方、BRICS加盟については、短期的な実利は限られており、タイは「長期的な保険」と

位置付けていると考えられる。BRICS加盟の意義としては、新たな国際秩序形成に関する発

言力の向上、先進国に対する交渉力の引き上げ、産官学の加盟国間の会合参加を通じた新興
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国との関係の強化などを挙げられる。ただし、脱ドルに伴う経済制裁の無効化や、先端技術

の情報流出を懸念する米国との関係を悪化させるリスクを内包しており、「諸刃の剣」とも

言える。 
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19 日 9:00-12:00 会場１（レクチャーホール）：個人３－３ 青木（岡部）まき 

 

マルチアーカイバル・アプローチによる冷戦期タイ外交像の再検討 

――1963 年のタイ国王夫妻台湾歴訪を事例に―― 

                  青木（岡部）まき（JETROアジア経済研究所） 

 

１．問題の所在 

冷戦期タイの対外政策は、米国・タイ国軍主導の外交という枠組みで理解されてきた。サ

リット首相（1959〜63 年）の軍事政権と米国政府の同盟関係がタイの対外政策を規定し、

この時期の国王夫妻による海外歴訪もサリットと米国の主導するパブリック・ディプロマ

シーとされている（Philipps 2021）。しかし先行研究には二つの問題点がある。第一に、国

王夫妻の日本・台湾などへの訪問は「非共産国」と一括りにされ個別の分析が欠落している。

第二に、政府内アクター間の対立や交渉過程を看過している。本報告は、台湾の外交文書の

分析を通じてこれらを再検討する。 

 

２．史料と方法 

主要史料は中央研究院近代史研究所档案館所蔵の外交部亜太司文書「泰王訪華」（1959〜

63 年）である。タイ国内の公文書へのアクセスが限定されるなか、受入国側の記録から訪

問の準備・実施過程を復元するマルチアーカイバル・アプローチは、史料的制約を克服する

有効な手法となりうる。 

 

３．訪台の準備過程：複数アクターによる交渉 

台湾外交文書が示すのは、1963 年 6 月の国王夫妻訪台をめぐるタイ側の意思決定の多元

性である。訪台の打診は 1959年 4月、タイ国民党系華人・蕭松琴（Songkhim Sibunruang）

の来台に始まる。その後の交渉では、松琴に加え、タノーム副首相（国王外遊準備委員会委

員長）、タナット外相、枢密院顧問ターニーニワット親王など複数の関係者がそれぞれ異な

る立場から発言し、台湾側の杭立武駐タイ大使を混乱させた様子が浮かび上がる。 

特に注目されるのは、1963 年 2 月の台湾外交文書に記録された政府内の方針の齟齬であ

る。杭大使の報告によれば、タノーム副首相が同年の訪問先として台湾・フィリピンを提案

したのに対し、タナット外相が異議を唱え日本への単独訪問を主張した。杭大使はタイ人の

友人からの情報として、タナット外相が「タイ式外交すなわち中立」を推進しており、「中

華民国・フィリピン・韓国など徹底した反共国家へのあからさまな接近を避けている」と本

省へ報告している。また、訪台実現に向けて重要な役割を果たしたのがタイ華人のシーブン

ルアン一族であった。蕭松琴の父・蕭佛成（1864〜1939年）は 1920〜30年代のタイにおけ

る国民党の有力活動家であり、その息子である松琴がタイ王室・政府・中華民国政府の三者

をつなぐ仲介者として機能した様子がうかがわれる。 
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４．考察と結論 

以上の分析から三点が示唆される。第一に、国王夫妻の訪問先・日程は政府内の複数アク

ターが対立・交渉した結果として形成されており、「サリット＝米国主導外交」という通説

は修正を要する。第二に、先行研究が指摘してきた 1968年以降の「多元的外交」への転換

は、少なくとも訪問先をめぐる議論のレベルでは 1960 年代前半にすでに兆候が見られた。

第三に、訪台には反共陣営間の連携強化とともに農業・治水技術の視察という国王の関心に

沿った要素もあり、国王夫妻の外遊が画一的な反共パブリック・ディプロマシーに還元され

ない多様な目的を有していたことを示す。 

 

【参考文献】 

Matthew Philipps 2020. “Re-ordering the Cold War Cosmos: King Bhumibol’s 1960 

U.S. Tour,” Diplomatic History, 45(2), 253–267. 
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19 日 9:00-12:00 会場 1（レクチャーホール）：個人３－４ 櫻田智恵 

 

冷戦期タイにおける王室外交の意義：日本訪問とその返礼訪問のあり方から 

櫻田智恵（上智大学総合グローバル学部助教）  

 

 本研究は、タイにおける王室外交の意義について明らかにするものである。具体的には、

プーミポン国王夫妻による日本訪問、および日本の皇室による返礼訪問に焦点をあて、その

計画過程においてタイ王室が重視した点を明らかにする。最終的には、冷戦期タイにおいて

「王室外交」がどのような意味を持ち、如何なる役割を果たすことを求められたかを考察す

る。 

 プーミポン国王による「外交」手腕に関しては、特に冷戦期アメリカとの関係性からしば

しば言及されてきた［Natthaphon 2013; Pavin 2025］。また、特に 1980年代以降、国王自

身が各国に派遣される大使に対するレクチャーを行うなど、外交に対して高い意識を有し

ていたこともわかっている［櫻田 2023］。その一方で、1959年以降実施されたプーミポン国

王夫妻による最初期の海外訪問については、それが国王夫妻の望んだものではなかったと

され［タック 1989］、当時の首相であるサリット・タナラットとアメリカとが主導して計画

した反共対策の一環であったと位置付けられてきた［Handley 2006］。これらの先行研究は、

タイの外交を考える上で国王夫妻が果たした役割を認めている一方、国王夫妻自身が特定

の国を訪問する意義や、訪問の際に行われる外交儀礼が持つ役割、そしてそれらが何を重視

しつつ計画されていくのかという点については等閑視されてきた。そこで本研究では、プー

ミポン国王夫妻による海外訪問を通じて行われる「王室外交」の計画過程に特に焦点をあて、

これが反共という文脈以外にどのような意義を持ったのかを明らかにする。 

 本研究では、主に日本の外交資料館が所蔵する資料を使用する。これに加え、プーミポン

国王の海外訪問に関連するタイ語文献、公文書資料、海外訪問に随行し映像を撮影したケー

オクワン・ワッチャロータイによる回想などを使用する。現在、タイにおける王室関連資料

へのアクセスは制限されているものの、受入国であった日本側の資料は公開されている（一

部墨消しあり）。ここから、タイと日本との交渉や計画過程を描き出す。 

 これらの資料からは、先行研究で言われてきたように、プーミポン国王が海外訪問に対し

て消極的な立場をとるだけではなく、海外王室との関わり、つまり王室外交の場で自身をど

のように見せるのかということを重視し、その招待の形式や勲章の授与などにこだわって

いたことがわかる。プーミポン国王は海外訪問という「王室外交」の場を、政府やアメリカ

が目的とした冷戦期におけるタイの立ち位置を示す場というだけでなく、自身のパフォー

マンスの場として活用していたと考えられる。 
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19 日 9:00-12:00 会場 1（レクチャーホール）：個人３－５ 村嶋英治 

 

第二次世界大戦期の日本の対タイ外交における民間人の役割:新田義實、吉岡恒夫 

                         村嶋英治（早稲田大学名誉教授） 

 

近現代の日タイ外交史において、本邦民間人が重要な役割を担ったケースは少なくない。

例えば、1898 年 2 月 25 日に稲垣満次郎弁理公使が締結した「日本暹羅修好通商航海条約」

の必要条件（日本人のシャムへの労働移民）を作り、かつ締結のために実際に条約締結促進

運動を行った岩本千綱（1857-1920）や第二次大戦期にタイ室を主宰した宮原武雄（1901-

1966）などの活動は比較的よく知られている。 

本報告者は、最近、新田義實（1894-1992）のバンコク時代の文書及び日記を用いて次の

3 本の拙稿を発表した。即ち、 

(1)「新田義實文書及び日記から見えてくる日タイ関係、1935－1945年、（上）：在タイ第一

期（1935－39年）」『アジア太平洋討究』50号、2025 年 3月、43―187頁 

(2)「新田義實文書及び日記から見えてくる日タイ関係、1935－1945年、（下の 1）：在タイ

第二期」『アジア太平洋討究』51号、2025年 11月、175―239頁 

(3)「新田義實文書及び日記から見えてくる日タイ関係、1935－1945年、（下の 2）：日本の

軍事進出がもたらしたタイ経済構造変化の端緒と初期工業化」『アジア太平洋討究』53 号、

2026年 3月、95―212 頁 

上記新田日記からは、従来知られていなかった第二次世界大戦期における本邦民間人の

日タイ外交における重要な役割が明らかになった。その一人は、新田義實本人であり、もう

一名は吉岡恒夫（1902-1944）である。 

新田義實は、1935年から 1939年まで三菱商事初代バンコク出張所長として同社のタイ進

出の基礎を築き、さらに 1941 年から 1943 年にかけては第 2 代バンコク支店長を務めた人

物である。彼は、ピブーン内閣の多数の閣僚と親交を結び、在タイ日本大使や陸海軍武官と

の間の連絡・調整役を果たした。 

一方、吉岡恒夫は、東京高等工業学校（現・東京科学大学）出身の電気技術者であり、三

井物産および上海電力勤務を経てタイへ渡った。彼は在タイ海軍武官室の嘱託として活動

し、ピブーン首相の対日連絡担当者ワニット・パーナノン、およびその義兄である海軍司令

官ルアン・シンと開戦前から連絡を取り合い、1941 年 12 月 11 日の日タイ同盟仮調印の成

立に重要な役割を果たした。吉岡は、日タイ同盟成立の陰の功労者である。 

本報告では、以上二名による日タイ外交関係への貢献を、具体的史実に基づいて明らかに

したい。 

なお、上記 3本の拙稿は、J-STAGE、もしくは researchmap の村嶋のマイポータルよりダ

ウンロード可能である。ご関心をお持ちの方は、あらかじめご覧いただければ幸いである。 

 

https://www.jstage.jst.go.jp/?utm_source=chatgpt.com
https://researchmap.jp/?utm_source=chatgpt.com
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7 月 19日（日）9:00-12:00 

会場２（101 教室） 

 

個人４－１ 和田理寛 

 

仏教のタイ化に与しないタマユット 

——英領ビルマのモン地域におけるマハーイェン派創立と 1880～1900年代の同時代史料 

和田理寛（神田外語大学） 

 

19世紀末、英領ビルマに確立したタマユット派がある。タイ国出身の少数民族モン（Mon）

であるタマユット僧イェン比丘が、越境したビルマのモン地域にて民族的同胞より支持を

集め、一派を築いたのがはじまりとされる。同派はその後も弟子たちによって受け継がれ、

開祖の名に由来する「マハーイェン派」（ビルマ語名マハーイン）として、現在はビルマ（ミ

ャンマー）公認 9宗派の 1つに数えられている。ではなぜタイの宗派が国境を越え、異国に

根付くことになったのか。またタイ王権はこの伝播にどう関わり、あるいは関わってこなか

ったのか。これまでの研究は、マハーイェン派の創始と成立について、ビルマ語やモン語で

書かれた後世の自派史をもとに紹介してきた。たいして本研究は、これら二次史料にくわえ、

まだ言及されていないタイの公文書館にある 10群の断片的な一次史料の紹介と検討をもっ

てイェン比丘の足跡を辿り、マハーイェン派確立の経緯を同時代文書から裏付けたい。そし

てまたイェン比丘と、タイ王権の為政者やエリートたちとの見解の隔たりを明らかにする

ことで、タマユット派と <仏教のタイ化> の関係の再考につなげたい。 

周知のとおりタマユットは、のちのラーマ 4 世が僧籍にあったときに始めた仏教改革運

動であったことから、その後も王室との関係が近く、サンガ行政における一定の自治や、歴

代サンガ王の所属宗派の偏重など、今日まで特別な扱いを受けてきた。また 1890 年代から

1900 年代まで、王権が国王を中心とする中央集権化を進めるなか、地方での教育普及やサ

ンガ統治の担い手としてタマユット僧たちが動員されたことで、同派は中央政府の代理人

ないし国家仏教の代名詞といった印象も強いように思われる。ところが同じ時期に、国境の

向こう側にて少数民族のあいだにタマユット派が確立したことは、こうしたイメージを部

分的に覆す事例である。タマユットとは一義的に革新的で排他性をもった仏教の自派内浄

化運動であり、単一の国や言語の内部にのみ限定される必然性はなかった。現にイェン比丘

と弟子たちは、タマユットを自称しつつ、両国において最初のモン語印刷物を刊行するなど、

非タイ的な民族的動きを展開していった。もちろん 20世紀転換期のタイ国内のタマユット

派が政治的に無色透明であったわけではない。タイの国策として <仏教のタイ化> を推し

進める同派中枢と、テナセリム山脈の西側で <モン民族化> したイェン比丘とその一派と

のあいだには隔たりがあり、前者は後者にたいし総じて消極的な姿勢をとってきた。これは、

のちのタイ国における歴史叙述にも影響し、イェン比丘はタマユットとして正当に評価さ
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れず、ビルマのタマユット派の存在はほとんど無視された。このように <仏教のタイ化> を

めぐって、タマユット内部にも見解や取り組みの明確な違いがみられたのであり、マハーイ

ェン派の事例は、中央集権化にタマユット僧が動員されたことと、タマユット派に属する

個々の出家の動向や宗勢拡大とが必ずしも一致するとは限らないことを示している。 
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19 日 9:00-12:00 会場２（101教室）：個人４－２ 席子涵 

 

タイ華人廟における信仰空間と変遷－バンコク黄橋天后宮の事例を中心に 

席 子涵（セキ スカン） 

（東京大学大学院総合文化研究科地域文化研究専攻博士課程） 

   

中国系タイ人コミュニティの中心地であるバンコク市内には、数多くの華人廟が存在し

ている。その多くは単なる宗教施設ではなく、中国系タイ人の歴史やコミュニティ形成とも

深く結びついている。2020 年、チュラーロンコン大学による都市開発計画に伴う立ち退き

問題を契機として、サムヤーン市場付近に位置する黄橋天后聖母宮（サンチャオ・メー・タ

プティム・サパン・ルアン）が広く注目を集めた。大学生を中心とした媽祖廟保護運動が展

開され、廟は一時的に社会運動の現場ともなった。その過程で、従来の華人信仰空間として

の機能に加え、新たな社会的・文化的役割が付与されるようになった。本発表では、黄橋天

后宮を事例として、タイ華人廟における信仰とコミュニティ機能について考察し、そして現

代社会における華人廟の変容と危機を検討する。 

まず、タイ語における「ルビーの女神」（チャオ·メー·タプティム）の概念を整理する。

タイ在来信仰においては、女性守護神や樹木霊を指す場合がある一方、華人信仰においては、

赤い衣装やルビーの装飾を身につけた女性神の名称として用いられている。例えば、水尾聖

娘、媽祖婆、泰華聖娘など、異なる由来を持つ女性神が、タイ語では総称的に「ルビーの女

神」と呼ばれている。そこで、バンコク市内に存在する各種の「サンチャオ·メー·タプティ

ム」を整理し、その差異と総称化が生じた背景について分析する。また、媽祖信仰の東南ア

ジアでの伝播の歴史を踏まえながら、バンコクにおける媽祖廟の社会的役割、祭祀形態、華

人コミュニティとの関係について考察する。特に黄橋天后宮は、周辺住民との結びつきが強

く、都市下層の華人コミュニティに密着した信仰空間として発展してきた点に特徴がある。

最後に、2020 年代以降に顕在化した黄橋天后宮の存続危機と保存運動を取り上げ、都市開

発や世代交代の進行の中で、伝統信仰が直面する課題について検討する。 

以上を通じて、タイの中国系タイ人研究における宗教空間とコミュニティ形成の関係を

再検討するとともに、現代社会における華人廟の意義と可能性について考察したい。 
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19 日 9:00-12:00 会場２（101教室）：個人４－３ Khomkrit "Pi" Traisuphachoke 

 

Continuity Within Change: Non-Formal Education and State Transformation in 

Thailand, 1949–2023 

Khomkrit Traisuphachoke  

Graduate School of Economics, Shiga University 

s4024002@st.shiga-u.ac.jp  

This study takes a historical perspective on the transformation of non-formal 

education (NFE), or Kor Sor Nor, in Thailand from 1949 to 2023, emphasizing 

institutional continuity, dependency on past developments, and gradual change. The 

study argues that NFE has not only functioned as an educational alternative, but 

also as a strategic instrument of state governance. It has continuously adapted to 

shifting political, economic, and ideological contexts, from Cold War state-

building to contemporary lifelong learning agendas.  

Using policy documents, academic literature, and international legal texts, 

the study demonstrates how NFE has been gradually expanded through the addition of 

new layers of institutions, rather than through major changes. Although major 

policy milestones, such as the 1997 Constitution and the 2008 Promotion of Non-

Formal and Informal Education Act, introduced new narratives of diversity and 

decentralization, the core administrative structures and Thai state objectives 

have remained largely unchanged.  

In addition to this macro-level analysis, the study incorporates original 

survey data from 103 NFE students in Khlong Sam Wa District Education Promotion 

Center (Non-Formal Education Center) in Bangkok and in-depth interviews with seven 

students. The findings reveal that dropouts are highly concentrated at the end of 

lower secondary education, particularly in Matthayom 3 (Grade 9), and are strongly 

associated with school-related factors, such as rigid discipline, authoritarian 

teachers, and a lack of emotional support. These institutional conditions often 

trigger dropouts, while NFE serves as a valuable re-entry pathway.  

Ultimately, this study redefines "dropout" as part of a broader, non-linear 

learning pathway by integrating historical analysis with field-based evidence. The 

study also shows that Thailand’s education system is marked by continuity within 

change. Institutional adaptation occurs through adjustment rather than disruption, 

which reinforces the ongoing role of NFE as a compensatory mechanism and a tool of 

state transformation.  
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19 日 9:00-12:00 会場２（101教室）：個人４－４ Niramol Rawinan 

 

継承語教育の二面性 

―日本・イギリスにおける継承タイ語教育の植民地性と寺院の役割― 

Niramol
ニ ラ モ ン

 Rawinan
ラ ウ ィ ナ ン

（東京都立大学大学院）  

 

タイにおいて寺院は宗教施設であると同時に、歴史的に教育機関としての役割も担って

きた。近代化の過程で西洋式学校制度が導入されたにもかかわらず、伝統的な寺院教育は消

失することなく現代まで継続している。この寺院と教育の結びつきは、海外においても見ら

れ、アメリカには 87ヶ所のタイ系寺院が設立され、仏教行事のほかタイ語・文化教室も実

施されるなど、タイ系コミュニティのアイデンティティ維持に重要な役割を果たしている。 

本稿では、継承語教育の観点から、在留タイ人が約 5〜6万人存在する日本とイギリスを

対象に、継承タイ語教育の実態を比較し、タイ系寺院の役割と植民地性の現れ方を検討す

る。植民地性概念と「繋生語」概念を理論的枠組みとして用い、文献・ホームページ・両国

のタイ系寺院関係者へのインタビュー調査に基づき分析を行った。 

分析の結果、日本とイギリスにおけるタイ系寺院の継承タイ語教育における役割の違い

が明らかになった。イギリスには 35ヶ所のタイ系寺院が存在し、なかでも Wat Buddhapadipa

寺院は「コミュニティ・ベース・スクール（CBS）」として機能し、タイにルーツをもつ子ど

もたちにタイ語・文化クラスを提供している。一方、日本の 29ヶ所のタイ系寺院は、仏教

行事・瞑想・コミュニティセンターとしての役割は果たしているものの、CBSのような継承

語教育の場としての機能は見られず、その代わりにオンラインによる継承タイ語教育が展

開されている。 

以上の結果から、三点が示唆される。第一に、海外におけるタイ系寺院の設立・維持は、

移住先社会への同化圧力や認識論的植民地化への抵抗として機能している。第二に、イギリ

スの寺院型教育には「国語」イデオロギーに基づく標準タイ語教育と仏教的価値観の伝達が

重視されており、タイ国民国家による植民地性が内包されている。第三に、寺院型教育で生

まれやすい学習者同士の「横のつながり」は、日本で主流となったオンライン授業では形成

されにくい状況にある。 

これらを総合すると、海外における継承タイ語教育には脱植民地性の二面性が見られる。

タイ系寺院はホスト社会の同化圧力に抗うコミュニティの場として機能する一方、その内

部では標準タイ語や「正しいタイ人」といったイデオロギーが再生産されうる。すなわち、

脱植民地的な空間の下で、母国由来の植民地性が同時に作動しているという逆説的な構造

が示唆される。 
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19 日 9:00-12:00 会場２（101教室）：個人４－５ 船橋唯介 

 

タイにおける無国籍の若者による国籍観と「無国籍性（statelessness）」 

舩橋唯介（東京大学大学院教育学研究科・院生） 

 

 タイは世界で３番目に多い約 58 万人が無国籍状態にあり、そのうち約 17 万人が学齢期

の子どもや若者であるとされている。タイの市民権制度では、一時滞在や非正規状態にある

外国人の下に生まれた子どもへの国籍付与が制限されてきた。こうした子どもや若者が「法

律上（de jure）」あるいは「事実上（de facto）」の無国籍状態にある中で、2005 年以降は

かれらの法的地位向上が政策的な課題となり、医療や教育の法的権利化や国籍申請要件の

緩和が推し進められた。具体的には、無国籍の子どもや若者は学校教育に就学することによ

り、県外移動や就労などの制限が設けられた「10年カード（บตัร 10 ปี）」を取得し、部分的な

市民権を享受している。また、2016 年以降は国内における高等教育修了が国籍申請要件の

１つとして定められた。それを背景に、無国籍の子どもや若者による国籍申請を動機づけと

した進学現象も指摘されている。しかしながら、こうした市民権取得意欲に背景にある状況

依存的な「無国籍性（statelessness）」の内実へはあまり着目されていない。そこで本発表

は、タイにおける無国籍の若者による国籍への眼差しに着目して、かれらが認識する「無国

籍性」の主観的構成を明らかにする。 

 本発表は、ミャンマー国境地域であり多くの無国籍者が居住するターク県メーソート郡

において就学中の無国籍の若者を対象とする。発表者は 2024 年 8 月から 2026 年 2 月にか

けて、合計 4回、延べ 4ヶ月のフィールドワークを実施した。その過程で、同郡内における

後期中等教育機関在学の無国籍生徒 39名に対する追跡的な半構造化インタビューをタイ語

で実施し、得られたデータに対してコーディングを軸とした質的テクスト分析を行った。 

 無国籍生徒による国籍への眼差しとして、社会におけるメンバーシップの境界の構築／

再生産装置として国籍を捉える「帰属的国籍観」と、権利請求のための手段として国籍を捉

える「道具的国籍観」が、理念型として観察された。それぞれの国籍観に基づいて、かれら

が経験する「無国籍性」の構成も異なっている。まず、「帰属的国籍観」に基づく「無国籍

性」は、「タイ人／外国人」という人種的なカテゴリーに基づく差別や不当な取り締まりへ

のリスクに特徴づけられている。また、「道具的国籍観」に基づく「無国籍性」は、煩雑な

行政手続きや県外移動の制限といった時空間的制約や、タイ国籍者への依存関係によって

構成されている。 

 学校教育に包摂されている無国籍生徒の法的地位は「10 年カード」によって規定されて

いる。興味深いことに、無国籍生徒は国籍に基づく権利の不在ではなく、「10年カード」に

よって保障される権利の所在を強調しながら語っていた。国家は無国籍の若者に対して完

全な市民権の付与を据え置きにしながらも、タイ国籍や「10 年カード」による法的地位を

権利請求の道具として捉える「道具的国籍観」を引き合いに出しながら、自身の「無国籍性」
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を維持／再生産する構造を受容しているといえる。また、国籍を含む法的地位に対する道具

的な眼差しからは、かれらにとって国籍に基づく市民権は、単に権利ではなく「獲得される

べき特権」として位置づけられていることが窺える。 
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7 月 19日（日）9:00-12:00 

会場３（１０３教室） 

 

個人５－１ 大石友子 

 

タイにおける動物福祉推進体制 

―ゾウのケアに苦悩と葛藤を生み出すものに関する文化人類学的考察― 

大石 友子（東京大学） 

 

 本発表の目的は、ゾウをケアする人々の実践に関する民族誌的データを背景として、タイ

における動物福祉を推進する体制について考察することである。これを通して、国際的な動

物擁護運動の高まりのなかで、王権に関するゾウの象徴的役割を維持するために、動物福祉

がタイ独自の文脈に位置付けられている様相を明らかにする。 

 タイでは 2000年代以降、ゾウの福祉に関する法制度の整備が進められている。それに対

して、タイ東北部スリン県及びブリラム県でゾウを飼育するクアイ（クイ）のゾウ使いたち

は、ゾウの世話や訓練の仕方を調整することで対応してきた。しかしながら近年は、法的な

罰則の強化により、法制度において「正しい」とされるケアを強要される場面が増えている。

そうしたケアはゾウの傷病や事故を引き起こしており、彼らは「家族」としてかけがえのな

い存在であるゾウをいかにケアすべきか苦悩し、葛藤している。 

 ゾウ使いにこのような苦悩と葛藤を生み出す動物福祉を推進する法制度が整備されるよ

うになった経緯として、1970年代から 80年代にかけて生じた国内外におけるゾウを取り巻

く環境の変化があげられる。この頃、欧米圏では、動物の権利を掲げる動物擁護運動が高ま

っていた。一方、タイ国内においては、1989 年の天然林の商業伐採の原則禁止による北部

でのゾウの違法伐採への転用が生じ、東北部では農業振興政策に基づく森林伐採によるゾ

ウの食糧不足が発生し、バンコクでのゾウを連れた行商が行われるようになった。これらの

状況が重なった結果、1990 年代にタイにおけるゾウの飼育と利用が「搾取」とみなされ、

その暴力性が指摘されるようになった。2000 年代に入ると、ゾウを虐待する（捏造）映像

が公開され、タイ観光に対する国際的なボイコットが生じた。 

 こうしたなかで、タイ象保全センター（国立象研究所）を中心としてエレファント・キャ

ンプにおける動物福祉の向上が目指されてきた。ここでは、野生ゾウと飼育ゾウを絶滅危惧

種として保全対象に位置付けた上で、ゾウの観光利用による福祉の向上がゾウの保全とし

て謳われている。つまり、ゾウの飼育に関する国際社会からの批判を避けつつ、観光業にお

けるゾウ利用が推進されており、これを正当化するものとして動物福祉が位置付けられて

いる。本発表では、タイにおいてゾウ飼育を維持するために動物福祉推進体制が構築されて

いる理由として、野生象保護法が現役法であり、野生ゾウの捕獲が行われなくなった現代に

おいても王室へのゾウの献上実践が行われていることに注目し、王権の正統性を示すもの
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としてのゾウの象徴的役割が健在していることを示す。これにより、ゾウをケアする人々の

苦悩や葛藤を生み出している動物福祉推進体制は、ゾウの福祉の向上のためというよりも、

国家体制を維持するための一つの装置として機能していることを論じる。 
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19 日 9:00-12:00 会場３（１０３教室）：個人５－２ 三好友良 

タイの高齢者ケアにおける介護・経済的扶養の家族内分担と制度利用 

―ラヨーン県タップマー市の要介護高齢者調査から― 

三好友良（東京大学・博士課程） 

 

 タイでは急速な高齢化が進行しており、それに合わせて老後所得保障や介護制度の整備

が進みつつある。また、従来、経済的扶養および介護については、家族の役割が大きいこと

が指摘されてきた。しかし、所得保障については、高齢者手当に加え、障がい者手当や低所

得層向けの福祉カードなど、複数のプログラムが整備されている。また、介護についても、

ケアギバー（CG）を中心としたボランティアによる訪問支援が行われている。こうした制度

整備が進みつつある中で、高齢者、特に要介護高齢者の生活はどのように変化しているのか。

また、高齢者を支える家族による経済的扶養・介護の形はどのようになっているのか。これ

らの問題意識を踏まえ、本報告では、ラヨーン県タップマー市における要介護高齢者 49ケ

ースへのインタビュー調査をもとに、制度利用と家族内の介護・経済的扶養の分担・提供状

況を検討する。 

 調査の結果、介護の面では、主介護者の 65.3％が子どもであり、配偶者を含めると約 9割

が家族によって介護されていた。介護の提供状況をみると、複数の家族で分担しているケー

スが 34.7％であったのに対し、家族内の一人による単独介護が 57.1％を占めるなど、特定

の個人に負担が集中する傾向がみられた。しかし、その実態を詳細にみると、介護と経済的

扶養が異なる子供によって担われている側面もみられた。例えば、同居する娘が日常的介護

を担い、別居する息子が生活費や医療費を負担するケースや、生活費・おむつ代・通信費な

どを複数の子どもが費目ごとに分担するケース、さらに別居する子どもが有償介護者の利

用費用を負担するケースなどである。一方、ボランティアによる訪問や市運営のデイケアセ

ンターは、家族介護を代替するというよりも、家族が介護を継続できるよう支える補完的役

割を果たしていた。特にデイケアは、リハビリや社会参加の場としてだけでなく、家族の就

労継続を可能にする機能を有していた。 

 経済的扶養の側面では、多くのケースで高齢者手当を受給しており、それに加え障がい者

手当、福祉カードを受給しており、複数の公的給付を併用することで一定の所得補完が行わ

れていた。しかし、公的給付のみが主な生活資金源となっていたのは 2ケースのみであり、

それらのケースでは経済状況が非常に厳しいとの回答がみられた。そのため、多くの世帯で

は子どもの支援や配偶者の就労収入による補完が不可欠となっていた。 

 以上より、経済的扶養および介護は、家族内の子ども（きょうだい間）や親族間で役割を

分担しながら担われていることが確認された。しかしその一方で、今回の調査では子どもが

一人のみのケースが 12件、子どもがいないケースが 4件確認されており、特に一人っ子世

帯では、介護負担と経済的扶養の双方が一人の子供に集中し、身体的・経済的負担が重層化

する傾向も確認された。 
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19 日 9:00-12:00 会場３（１０３教室）：個人５－３ 齋藤百合子 

 

北部タイにおけるチーク材交易と女性の移動 

―植民地期ネットワークと 1960年代以降の「南行き」の再編成― 

齋藤百合子（大東文化大学非常勤講師）yurikos@ic.daito.ac.jp 

 

 これまで、植民地期の北部タイ（1900 年にシャムに併合されるまでランナータイ王国）

でのチーク材交易はタイ（シャム）とイギリスの間の外交問題として（南原 2010）、もしく

はランナー対タイとバンコク王朝のタイとのローカルな植民地主義的な政治支配の問題と

して（高橋 1989）取り上げられてきた。しかし、ニワットは性売買を生業にする女性を排

出した北部タイのある地域において 1930 年代から 1980 年までチーク材伐採及び流通が女

性の移動や生業（売買春を含む）に大きな影響を与えてきたことを村の老人らなどの聞き取

っていた（Suwanpattana 1992）。しかし、これらの研究は交易と女性の移動の関係を歴史的

に接続して論じてはいない。 

本研究の目的は、ポンパイチットが指摘した、1980 年代マッサージパーラーという性売

買(売買春)ビジネスで働く女性たちは、決して「可哀想な貧困の犠牲者」ではなく、家族を

支えるなどの「行為の主体」である（Phongphaichit 1982）との指摘の再考を促す。本研究

は、女性が行為の主体であることを確認しつつ、性売買ビジネスに主体的であれ、半強制的

であれ、行為を選択する背後にある構造的、歴史的な事象を認識する必要を提示するもので

ある。そのために、特に北部タイでの女性の移動の背景に、植民地期のチーク材交易や中国

からの移民の中の苦力と性売買のネットワークが関係しているのではないか、との仮説を

本研究に立てる。 

本稿の構成は、スワンパッタナーの研究に依拠しながら、チーク材交易が北部タイで、植

民地期の英領ビルマからイギリス人だけでなくシャン人やビルマ人、そして伐採労働を担

う少数民族、流通を担う中国系移民やイスラム教徒など、多民族が交差し、移動する空間を

形成し、商業的なネットワークに組み込まれていくことをまず考察する。そして、19 世紀

後半から 20世紀前半にかけて、中国本土から若い女性が猪花として性売買の対象として移

送され（可児 1979）、バンコクの中国人街のサムペンや中国からの苦力が働く地域を中心に

性売買ネットワークが形成されたとの仮説１を立てる。さらに、戦後、タイの国家社会経済

開発計画の開始とともに、格差と貧困が広がる北部タイにおいて、中国系に似た少女たちが

性売買・商業ネットワークに見出され、1960 年代から「南行き」としてバンコクや南部タ

イの性売買を商うビジネスに吸収されていったのではないか、という仮説２を立てる。そし

て、仮説１と仮説２を文献資料およびフィールド調査から検証を試みる。 

 

＜参考文献＞ 

可児弘明 1979 『近代中国の苦力と猪花』岩波書店 

mailto:yurikos@ic.daito.ac.jp
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19 日 9:00-12:00 会場３（１０３教室）：個人５－４ ポンサピタックサンティ ピヤ  

 

日本とタイのテレビ広告におけるジェンダー役割の比較研究 

A Comparative Study of Gender Roles in Japanese and Thai Television Commercials 

            ポンサピタックサンティ ピヤ E-mail: piyatom@yahoo.com 

（京都産業大学現代社会学部） 

 

本研究の目的は、日本とタイのテレビ広告におけるジェンダー役割および労働役割の表

象を比較し、その類似点と相違点を明らかにすることである。また、従来のテレビ広告にお

けるジェンダー役割研究を再検討し、現代の広告表現に関する新たな知見を提示すること

を目指す。研究方法として、2024年 8月から 10月にかけて、日本およびタイにおいて視聴

率の高い 3 つのテレビチャンネルを対象に、プライムタイムに放送された番組から広告サ

ンプルを収集した。調査対象日は金・土・日の計 9 日間とし、日本 612本、タイ 478本、合

計 1,090本のテレビ広告を分析対象とした。分析では、登場人物の性別、年齢、職業、役割

など複数の項目を設定し、内容分析を行ったうえで、SPSSによる統計分析を実施した。 

 分析の結果、両国ともに男性ナレーターが起用される広告の割合は女性ナレーターを上

回っていた。一方で、国とナレーターの性別との間には有意な関連が認められ、日本とタイ

ではナレーターの性別構成に差異がみられた。また、広告に登場する主人公の年齢層につい

ては、女性の方が男性より若年層として描かれる傾向が確認された。他方、主人公の性別構

成については、日本・タイともに男女の割合に大きな差はみられなかった。さらに、主人公

の性別と労働役割との関係についても有意な差は認められず、広告に登場する働く男性と

働く女性の割合は概ね均衡していた。加えて、タイにおける男女の役割分担や職業以外の役

割、日本における職種の描写についても、従来研究で指摘されてきたような顕著な性差は確

認されなかった。以上の結果から、日本およびタイのテレビ広告では、従来の性別役割分業

に基づく表現が弱まり、ジェンダー平等を反映した多様な表象が広がりつつあることが示

唆された。広告における新たなジェンダー・イメージの形成が進展しており、アジア社会に

おいても性ステレオタイプに基づく広告表現が徐々に減少している可能性がある。本研究

は、日本とタイの比較を通じて、現代アジアにおける広告表現とジェンダーの変容を理解す

るための基礎的知見を提供するものである。 

 

キーワード：ジェンダー役割、テレビ広告、タイ、日本、メディア 

 

［付記］本研究は、2024年度科学研究費補助金（基盤研究 C）24K05242「アジアのテレビ広

告におけるジェンダー役割の国際比較」による研究成果の一部である。また、本研究の遂行

にあたり協力いただいた各国の共同研究者の皆様に深く感謝申し上げる。 

 

mailto:piyatom@yahoo.com
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19 日 9:00-12:00 会場３（１０３教室）：個人５－５ 中本優樹 

 

バンコクに「居続ける」ための選択 

―日本人現地採用者の仕事と生活― 

中本 優樹（東京都立大学大学院都市環境科学研究科地理環境学域・院生） 

 

1990年代以降、日本人の国際移動において、企業派遣による「駐在員」とは異なり、自ら

の意思で渡航し現地の企業に直接雇用される「現地採用者」が増加している。先行研究（中

澤ほか 2008；丹羽・中川 2015）では、彼らの移動要因を閉塞感漂う日本社会からの「逃避」

や、現地労働市場への参入障壁の低さに見出し、その滞在をいずれ帰国するまでの一時的な

「モラトリアム」として捉える傾向が強かった。しかし、先行研究から 10年以上が経過し、

社会情勢の変化を経た現在、現地採用者の属性は多様化し、これらの構図には変化が生じて

いる可能性がある。そこで本研究では、バンコクで働く日本人現地採用者を対象に、先行研

究が提示したプッシュ要因とプル要因の変化を検証し、彼らが日本へ帰国せず現地に「居続

ける」ことを選択する理由を、仕事と生活の実態から明らかにすることを目的とする。 

本調査では、バンコク首都圏に居住し就労する日本人現地採用者 22名を対象に聞取り調

査を実施した。調査対象者の日本での職歴は看護師や俳優、ラジオ局のレポーターなど多様

だった。分析の結果、以下の 3点が明らかになった。第一に、渡航動機において、従来のネ

ガティブなプッシュ要因（日本社会の閉塞感）に加え、タイの BL ドラマやムエタイなど、

タイの現代文化への関心という具体的かつ積極的なプル要因が強まっていること。第二に、

労働環境において、経済的な制約（低賃金）はあるものの、職場における精神的な「ゆるさ」

や私生活の充実がそれを補償する要因として機能していること。第三に、生活面では、物価

や家賃の高騰が続く従来の日本人集住エリアを回避し、郊外での居住を選択する傾向が見

られることである。また、日本人コミュニティに過度に依存するのではなく、趣味や価値観

を共有する人々との選択的な人間関係を通じて、バンコク内に独自の快適な生活圏を構築

している。 

以上の結果から、現代の日本人現地採用者がバンコクに「居続ける」ことは、もはや日本

社会からの単なる逃避や、帰国を前提とした一時的なモラトリアムではないと結論づけら

れる。それは、経済的利益の最大化よりも、精神的な豊かさ、個人の趣味の追求、そして自

分らしいワークライフバランスを優先する彼らにとっての「合理的な選択」である。本報告

は、彼らがバンコクを永続的かつ積極的な「居場所」として再定義し、新たな定住の形を模

索している動態を示すものである。 

文献 

中澤高志・由井義通・神谷浩夫・木下礼子・武田祐子 2008．海外就職の経験と日本人としての

アイデンティティ―シンガポールで働く現地採用日本人女性を対象に．地理学評論 81:95-

120． 

丹羽孝仁・中川聡史 2015．日本人若者が働くバンコクは「天使の都」か．地理科学 70:157-167． 
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7 月 19日（日）14:00-15:10 

会場１（レクチャーホール） 

個人６－１ 江藤双恵 

 

「コンケン・モデル」における福祉的要素 

江藤双恵（獨協大学非常勤講師） 

 

本報告は、タイ東北部コンケン県で展開されてきた官民連携型都市開発「コンケン・モデ

ル」に内在する福祉的要素の系譜と思想的基盤を明らかにする。「コンケン・モデル」は、

市民団体・大学・自治体・民間企業が協働し、民間主体で都市開発を推進する Public–

Private Partnerships（PPP）の一形態であり、2017 年以降はタイランド 4.0 のスマート・

シティ政策と結びつき国内外から注目を集めている。その端緒は、2015 年に華人系企業 20 

社が共同出資して設立された Khon Kaen Think Tank（KKTT）に求められる。KKTT は「愛

郷」を紐帯とし、スマート・シティ化を通じた不平等の軽減と雇用創出を掲げ、①Smart 

Mobility ②Smart Living ③Smart Citizen ④Smart Economy ⑤Smart Environment ⑥Smart 

Energy ⑦Smart Governance と７領域の開発計画を推進している。このうち②と⑦は、特に

脆弱層への福祉施策と接続している。 

これらの施策は、2006 年以降にコンケン市（テーサバーン・ナコン）が展開した自治体

福祉政策の延長線上に位置づけられる。当時の市自治体長ピラポーン・パッタナピラデート

は「คนขอนแก่นไม่ทอดทิง้กนั（コンケンの人は互いに見捨てない）」を掲げ、富裕層が脆弱層を支え

る仕組みを構築した。タイ仏教の功徳思想が取り込まれたことで、寄付行為は宗教的正当性

を帯び、市民参加と官民協働の基盤が形成された。この福祉実践モデルは周辺自治体にも波

及し、地方自治体は寄付＝功徳の媒介者として機能するようになった。 

KKTT 創設者のひとりであるスラデート・タウィーセーンサクンタイは、この「国家予算

に頼らない開発＝福祉モデル」の原型を 1983 年の金融危機に求める。当時、政府の保護を

受けられなかった華人商人たちは非合法トラストを結成して危機を乗り切り、この経験が

「中央予算を待たない地域開発」という理念の源泉となったと彼は述べる。 

他方、タイ政府は SDGs の「Leave No One Behind（LNOB）」の理念に基づき脆弱層の包摂を

目標化するが、国内では東北タイの多数を占めるラオ系住民への差別は公的に認められず、

社会的・経済的・政治的排除を是正する政策は進みにくい。こうした状況下で、イサーン・

アイデンティティと華人商人の互助精神は、「たとえ政府が見捨てるとしても」という前提

において共鳴し、功徳が交差して「互いに見捨てない」福祉施策の道徳的基盤を形成した。

スラデートは「誰一人取り残さない（ไมท่ิ้งใครไวข้า้งหลงั）」自立的な都市開発の理想を掲げ、複数

の地方自治体、また、その管轄地域の困窮者を株主にするなど斬新な構想を打ち出して地域

主義的公共交通指向型都市開発（TOD）を計画するが、住民理解の不足や国有地接収の停滞

などの制度的制約により実現には至っていない。 
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19 日 14:00-15:10 会場１（レクチャーホール）：個人６－２ 庄司栄介・古屋悠里 

バンコク・クロントイ市場における市場空間の動態 

――食料流通・労働・居住の重なりから―― 

                          庄司栄介（京都大学人間・環境学研究科 博士後期課程） 

古屋悠里（鹿島建設株式会社） 

 

バンコク都心部に位置するクロントイ市場は、港湾、幹線道路、周辺の非正規居住地と近

接しながら発展してきた生鮮食品流通拠点である。市場内には、青果、肉類、魚介類、惣菜、

雑貨、運搬業など多様な業種が集積し、深夜から早朝にかけての搬入・仕分け・卸売、日中

の小売や飲食、清掃などが連続的に行われている。一方で、クロントイ地区では港湾局所有

地の再開発や都市景観整備を背景に、クリアランスや露店撤去の圧力が強まっている。こう

した状況のなかで、クロントイ市場は、単なる商業施設ではなく、食料流通、労働、居住、

路上利用が重なり合う都市空間として捉える必要がある。 

本報告の目的は、クロントイ市場における市場空間の動態を、食料流通・労働・居住の重

なりから明らかにすることである。既往研究では、バンコクの市場や露店は、伝統的小売、

食料流通、インフォーマル経済の観点から論じられてきた。しかし、クロントイ市場のよう

に、正規の市場管理のもとにありながら、周辺国出身の労働者、ショップハウス居住、仮設

的な路上利用が複合する場所について、空間利用と社会関係を一体的に捉える研究は限ら

れている。本報告では、市場を固定的な店舗の集合としてではなく、時間帯や業種、人の移

動に応じて変化する動的な空間として考察する。 

調査は、2024 年および 2025 年に実施した現地調査に基づく。市場棟、ショップハウス、

仮設的な露店空間を対象に、インタビュー調査、実測、3Dスキャン、写真撮影、マッピング

調査を行った。インタビューでは、店舗の業種、営業時間、商品の仕入れ・販売、労働者の

属性、居住形態、市場の将来に対する認識などを聞き取った。また、時間帯によって市場の

様相が大きく変化するため、日中だけでなく、深夜から早朝にかけての活動も観察対象とし

た。 

分析の結果、クロントイ市場では、固定的な店舗区画だけでなく、店舗前面、通路、道路

沿いの空間が、時間帯に応じて柔軟に利用されていることが明らかになった。夜間には搬

入・仕分け・卸売のために空間が道路側へ拡張し、早朝以降には小売、飲食、清掃へと機能

が移行する。この市場空間の動態は、タイ人商人だけでなく、ミャンマー、ラオスなど周辺

国出身の労働者の存在によって支えられている。彼らは荷運びや販売補助などを担うとと

もに、店舗奥や上層階に居住することで、市場の長時間稼働と密接に結びついている。 

したがって、クロントイ市場の空間は、食料流通、労働、居住、路上利用が相互に重なり

合うなかで形成されている。再開発やクリアランスを考える際には、市場を単なる商業施設

としてではなく、都市の食料供給、移民労働者の生活、低所得層の生業を結びつける社会空

間として捉える必要がある。 
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7 月 19日（日）14:00-15:10 

会場２（１０１教室） 

個人７－１ 鈴木雅斗 

 

タイ領トレンガヌ州(現マレーシア領)4国語(日英馬泰)日本軍指示書の一次資料考察 

背景――34 年間の失地とその回復の実態 

鈴木雅斗(元市川市議会議員/West Los Angeles College 所属) 

 

1909 年の英暹条約(バンコク条約)により、タイはマレー半島北部のクダ・クランタン・ 

トレンガヌ・ペルリスの 4 州をイギリス保護領として割譲を余儀なくされた。この失地は 

34 年間にわたり、タイの国民感情および領土政策における懸案であり続けた。1941 年の

日本軍マレー半島侵攻に際し、タイは対日協力を選択した。その政治的対価として 1943 年

の日泰覚書により 4 州は正式にタイへ返還され、タイはこれを失地回復として位置づけた。 

同年、ビルマの一部シャン州もタイに割譲されており、タイの領土拡張は日本との協力関係 

の直接的産物であった。 

 

資料の発見と概要 

筆者は偶然立ち寄ったペナン島ジョージタウンの華人アンティークコミュニティーを通 

じ、戦時マレーシア関連資料を多数購入した。その中にタイ領トレンガヌに関する命令書群

が含まれていた。これらは日本語・英語・マレー語・タイ語の 4 言語で記されており、軽

機関銃を含む軍事訓練・食料と石油の物々交換・設備建築等の内容がホチキスおよび針で綴

じられた形で一括保存されている。さらに一部には暗号書が添付されており、通信統制の実

態を示す資料としても注目に値する。加えて昭和 20 年 6 月 12 日付の指示書を本 PDF 

に添付し、本採択の暁には全部の概要を 25 分で発表する予定である。(本 PDF に日本語

のみ一部抜粋)【同指示書は報告要旨集では割愛した。髙橋】 

 

分析の視角 

本発表では 25 分の発表時間において、命令書群から主要資料を抜粋・提示した上で、タ

イ政府の公式記録における対日協力の建前と、タイ領トレンガヌにおける実際の軍政運用

との相違点を論じる。失地回復という国民的悲願の達成と引き換えに、現地では日本軍の管

理監督下に置かれた現実があった。中央の外交的言説と周辺の軍事的現実の乖離を、世界的

に稀少なミクロレベルの一次資料から実証することが本発表の目的である。 

 

キーワード: 1909 年英暹条約・タイ領トレンガヌ・1943 年日泰覚書・4 言語命令書・日本 

軍政・失地回復・対日協力 
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19 日 14:00-15:10 会場２（１０１教室）：個人７－２ 西 直美 

越境する生業の場としてのトムヤム店 

― マレーシアにおけるタイ深南部ムスリムのネットワークと帰属意識 ― 

西直美（同志社大学） 

 

 本発表は、タイ深南部問題をナショナリズム運動や治安問題として捉える従来の枠組み

を再検討し、マレーシア各地に広がるトムヤム店を足がかりとして、深南部出身マレー系ム

スリムの事業者ネットワークと帰属意識のあり方を明らかにすることを目的とする。 

 トムヤム店（รา้นตม้ย าまたは kedai tomyam）とは、主にタイ深南部出身のマレー系ムスリ

ムによって経営されるハラールのタイ料理店であり、現在ではマレーシア全土に村落部に

至るまで広く分布している。この存在は、深南部出身者の越境移動が広範かつ持続的なもの

であることを示している。他方でタイ当局は、こうした越境移動が分離独立運動と結びつい

ている可能性を指摘してきた。2025 年には、BRN（Barisan Revolusi Nasional Melayu 

Patani：パタニマレー民族革命戦線）に一年間で 1 億バーツを集める能力と 40億バーツの

資産があり、トムヤム店が資金源の一部であるとする報道がなされ、注目を集めた(Isra 

News Agency, 2025)。 

 先行研究としてスティポーン・ブンマーク（2010）は、トムヤム店を拠点とする移民ネッ

トワークを分析し、マレー系ムスリムの移動が親族・友人・村落を基盤としたチェーン・マ

イグレーションとして理解されることを明らかにした。しかし、同研究では事業者ネットワ

ークの具体的な実態や、その中で形成される帰属意識については十分に検討されていない。 

本発表では、2025 年以降に実施した事業者へのインタビュー調査に基づき、マレーシア

におけるトムヤム店経営者のネットワーク形成と相互扶助の実態を分析する。クアラルン

プールおよび近郊では、かつて存在した全国組織に代わり、複数の緩やかなネットワークが

併存しており、必ずしも統一的・組織的な結合が見られるわけではない。こうした知見から、

本発表は、トムヤム店をめぐるネットワークが単一で強固なナショナリズム的基盤を持つ

ものではなく、むしろ生業や生活を基盤とした流動的で多層的な関係であることを示す。さ

らに、マレーシアで生活するマレー系ムスリムの帰属意識は、「マレー」であることと「タ

イ」であることのあいだで多様なグラデーションを示しており、世代によっても大きく異な

る。タイ深南部問題は、固定的なナショナル・アイデンティティではなく、越境的な生業と

生活のなかで形成される帰属意識の多様性に注目して再考する必要がある。 

อา้งขอ้มูลแหล่งทุน BRN 4 พนัลา้น! รบไดอี้กนานกบัรฐัไทย?, Isra News Agency, 19 5 2025, 

https://www.isranews.org/article/south-news/south-slide/138065-brnfinance.html. 

Accessed 30 4 2026. 

Suttiporn Bunmak, (2010), “Migrant Networks in Thailand and Malaysia: Irregular 

Nayu Workers in Tom Yam Restaurants in Kuala Lumpur”, A doctoral thesis submitted 

to the University of Wollongong. 

https://www.isranews.org/article/south-news/south-slide/138065-brnfinance.html.%20Accessed%2030%204%202026
https://www.isranews.org/article/south-news/south-slide/138065-brnfinance.html.%20Accessed%2030%204%202026
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7 月 19日（日）14:00-15:10 

会場３（１０３教室） 

個人８－１ 大畠奈都子 

 

アカと竹との関係性から見る「アカらしさ」の生成と環境変化への応答 

大畠奈都子（広島大学・院生） 

 

本発表は、タイ、チェンライ県に暮らすアカの人々が、竹をはじめとする動植物との関係

性を通じて「アカらしさ」をいかに体現しているのか、そして生活圏である森林の中で起き

ている環境変化にいかに応答しているのかを、彼らの実践と語りの中から探ることを試み

る。アカの生活実践において竹は、家屋建材・生活用具・食・観光資源など多様な次元にわ

たって人々の暮らしに深く埋め込まれている。調査村において観光の場面では、トレッキン

グやホームステイ観光客に対して、竹筒を用いた野外調理（bamboo cooking）や伝統的な竹

製家屋での宿泊が「アカらしさ」を体現するパフォーマンスとして機能している。一方で近

年村の周辺で竹の大量枯死が起きている。村人は竹の枯死を「竹の減少」としてではなく、

枯死した竹上に生えるキノコや青竹の中に棲息する幼虫といった他の食用生物との連関の

中で語る。つまり環境変化を生活資源の損失としてではなく、生態系の中での関係性の組み

替えとして経験している。本発表では、こうした竹をめぐる日常実践、観光的パフォーマン

ス、環境変化への応答という複数の場面を民族誌的に記述し、竹を通じて見えてくるアカの

人々の実践と世界観の一端を示す。 

 

調査地概要 

チェンライ県メーヤオ地区にある A村は山の麓標高 500mに位置し南北西を森林に囲まれ

たアカの村である。2025 年 10 月時点での人口は 240 人、44 世帯である。主な産業は農業

で、商品作物として米やとうもろこし、パイナップルなどを大規模に栽培する一方、自家消

費用に少量多品目の野菜や果物も栽培している。また、A 村は市街地から約 20km、車で 30

分ほどとアクセスも良く、水道や電気、ネット環境などのインフラも整っているため、観光

客もよく訪れる。2011 年より同地域で山岳民族支援を行う NGO の協力のもと「Thailand 

Homestay Standard」の認証を受け、ホームステイの受け入れやトレッキングツアーのガイ

ド活動などを積極的に行っている村人も多い。 

本発表は 2022年からの断続的な調査および 2025年 5月から 2026年 4月までの長期フィ

ールドワークにおいて現地農家、トレッキングガイド、観光客などへの聞き取りと参与観察

で得られた事例を紹介する。 
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19 日 14:00-15:10 会場３（１０３教室）：個人８－２ 小川絵美子 

 

「ムーテールー」の文化的流通：ご利益、消費、遊び心のあいだ 

小川絵美子（武蔵大学 非常勤講師） 

 

  近年タイでは、「ムーテールー（มเูตล）ู」という言葉が広く使われている。この語は、寺院

参拝、護符、占いなど、不可視の力に働きかけ、運勢を高めようとする実践やモノを指す言

葉として、若者文化、SNS、歌謡、ファッション、観光、さらには政治的ハッシュタグなど、

様々な文脈に広がっている。本発表では、この「ムーテールー（มูเตลู）」と呼ばれる諸実践・

表象を手がかりに、現世利益、消費、自己演出、遊び心が交差する文化現象を検討する。 

 「ムーテールー」という語彙は、外国語映画と若者文化に由来する俗語として登場した。

古典的・制度的な宗教語彙ではないからこそ、この語は、寺院参拝、護符、占い、開運画像、

幸運を呼ぶアクセサリー、神獣キャラクターなどをゆるやかに束ねる語として用いられて

いる。それらは必ずしも「信仰」という語だけでくくれるものではない。願望成就への期待、

自己演出、ファッション性、SNS上の共有、観光資源化などが重なり合う点に、その特徴が

ある。 

 その一例として、ファッション性を前面に出したアミュレット・アクセサリーがあげられ

る。プラ・クルアンやタクルットなど、伝統的な「本物の」護符を素材パーツとして取り入

れることが特徴とされる一方で、デザイン性や装飾性が重視され、必ずしも「効験」だけで

はない、SNS映えやステータスシンボルとしても支持されている。 

 また、聖獣や霊的存在をモチーフとした装身具や雑貨、さらにデジタル端末用壁紙なども

展開されている。ヒンマパンの動物をはじめとしたタイに伝統的なモチーフのほか、中国由

来の「五路財神」や九尾狐など、外来のモチーフも新たな文脈でとらえられ人気を集めてい

る。さらに、近年人気を集めるアートトイやブラインドボックス商品も、幸運や開運の語り

と結びつく場面がある。希少価値、所有欲、投機性、模造品の流通、目利きや収集家の台頭

といった特徴は、従来の呪物市場とも共通する。 

 これらの事例から、不可視の力を帯びるとモノは、単に商品化、パッケージ化されるだけ

ではなく、「かわいい」「おしゃれ」「面白い」「収集したい」「試してみたい」といった感性

的契機を通じて日常化され、共有可能なものへと変換されていることをみることができる。

ムーテールー的な語彙と感性は、寺院、商品、身体装飾、SNS、観光、政治経済を横断しな

がら、聖なるものの新たな流通回路を形成しているのである。 
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